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Ⅰ．会社の概況 

 １．商号、許可年月日等 

 商 号 楽天証券株式会社 

 代 表 者 名 代表取締役社長 楠 雄治 

 所 在 地 東京都世田谷区玉川一丁目 14番 1号 

 電 話 番 号 03-6739-1700 

 許 可 年 月 日 平成 23年 1月 1日 

 加 入 協 会 名 日本商品先物取引協会 

 委託者保護基金名 日本商品委託者保護基金 

 

 会 社 の 沿 革 

  年  月 沿    革 

平成 11年 3月 

 

平成 11年 4月 

平成 11年 6月 

 

平成 11年 8月 

平成 11年 12月 

平成 12年 2月 

平成 12年 3月 

 

平成 12年 4月 

平成 12年 9月 

平成 13年 12月 

平成 15年 6月 

平成 15年 7月 

平成 15年 11月 

平成 16年 7月 

 

平成 17年 4月 

平成 18年 3月 

平成 18年 7月 

平成 19年 4日 

平成 20年 5月 

平成 20年 10月 

平成 21年 1月 

平成 21年 7月 

証券業を目的とし、東京都千代田区にディーエルジェイディレクト・エス

エフジー証券株式会社を設立(資本金 1億円) 

証券業の登録 

インターネットその他電気通信設備を利用した有価証券の売買及び売買の

取次業務等の営業を開始 

投資信託の取扱いを開始 

米国株式の取扱いを開始 

丸の内営業所の設置 

カバードワラントの取扱いを開始 

資本金を 30 億円に増資 

東京証券取引所に正会員として加入 

信用取引の取扱い開始 

大阪証券取引所の正取引参加者資格を取得 

日経 225 先物・オプション取引サービスを開始 

マーケット FX(外国為替保証金取引)を開始 

楽天株式会社が弊社株式の 96.7％取得し、当社の親会社となる 

本店所在地を東京都港区に移転 

「楽天証券株式会社」に社名変更 

名古屋証券取引所に加入 

金融先物取引業者登録、金融先物取引業協会加入 

資本金を 73.1億円に増資 

日経 225 ミニの取扱いを開始 

「楽天 FX」のサービスを開始 

独立系フィナンシャルアドバイザーを活用した「IFA サービス」を開始 

本店所在地を東京都品川区に移転 

楽天証券サービス開始 10周年記念投資セミナーを開催   
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平成 21年 10月 

 

平成 22年 7月 

平成 22年 9月 

平成 22年 10月 

 

 

平成 23年 1月 

平成 24年 5月 

平成 25年 1月 

 

 

平成 25年 4月 

平成 26年 1月 

平成 26年 3月 

平成 26年 7月 

 

平成 27年 7月 

平成 27年 8月 

平成 27年 9月 

平成 28年 4月 

 

 

 

平成 28年 7月 

 

平成 28年 8月 

 

 

平成 28年 9月 

平成 28年 10月 

平成 29年 2月 

楽天証券ホールディングス株式会社および楽天ストラテジックパートナー

ズ株式会社と合併楽天株式会社の 100％子会社になる 

楽天銀行に金融商品仲介サービスを提供 

資本金を 74.95億円に増資 

個人向け国債取扱い開始 

海外先物（商品・株価指数）取引に本格参入 CME グループ、SGX に接続

開始 

商品先物取引業の開始 

「金・プラチナ取引」サービスの提供開始 

楽天銀行の国内籍投資信託の販売事業の簡易吸収分割による楽天証券への

承継を実施 

『新楽天 FX』のサービス開始 

シンガポール証券取引所（SGX)のトレーディング・メンバー資格を取得 

NISA 口座でのお取引開始（取引日ベース）   

楽天銀行に FX ホワイトラベルサービスを提供 

連結子会社のドットコモディティ株式会社を吸収合併。大手ネット証券で

唯一の国内商品先物取引の取扱いを開始 

本店所在地を東京都世田谷区に移転 

連結子会社の FXCMジャパン証券株式会社を吸収合併 

FXCM Asia Limited（香港）の株式 100％を取得 

マレーシアでのネット専業リテール証券事業開始に向けた現地大手証券会

社との合弁会社設立 

香港 FX 事業子会社名を「Rakuten Securities Hong Kong Limited」に変更 

投資運用業および投資助言・代理業の登録 

ロボ・アドバイザー・ラップサービス「楽ラップ」 サービス開始 

銀行代理業の許可取得 

FXAsia Pty Ltd（豪州）の株式 100%を取得 

国内商品先物専用の最新トレーディングツール「MARKETSPEED CX」を

リリース 

個人型確定拠出年金 サービス開始 

豪州 FX 事業子会社名を「Rakuten Securities Australia Limited」に変更 

楽天証券×楽天銀行 口座連携サービス「マネーブリッジ」に自動入出金機

能を追加 
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 ２．事業の内容  

 （１）経営組織（平成 29年 3月 31 日現在） 

 

システムリスクマネジメント部

リーガルコンプライアンス部

海外事業推進部

情報セキュリティ部

経営企画部 フィンテック推進室

コーポレート本部 人事総務部

財務経理部

業務管理本部 リスク管理部

品質管理部

口座管理部

システム企画部

マーケットスピード開発部

IT本部 トレーディングシステム部

CIFシステム部

監査役会

監査役 業務企画部

オペレーション本部 証券業務部

株主総会 取締役会 代表取締役社長
債券事業部

カスタマーサービス本部

カスタマーサービス部

内部監査部
コンテンツマネジメント部

楽天証券経済研究所

IFA業務室
BCP委員会 コンプライアンス委員会

アセットソリューション
事業本部

運用委員会

投資運用ビジネス事業部 投資運用室

TPM事業推進部

FX事業本部

ＦＸ事業部

ＦＸディーリング部

リスク管理委員会 経 営 会 議

ＩＦＡ事業部

株式デリバティブ
事業本部

株式デリバティブ企画部

コモディティ事業部

投信・ＤＣ事業本部 投信・ＤＣ事業部

プロフェッショナル
トレーディング事業本部

プロフェッショナル
トレーディング事業部

エクイティマーケッツ部

マーケティング推進部 マーケティング業務室

マーケティング本部 カスタマーエクスペリエンス部

マーケティング企画部

株式デリバティブ事業部
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（２）事業の内容 

 （a）商品先物取引業 

   イ．国内商品市場取引に係る業務 

      当社は、下記の商品市場の受託取引参加者として、当該商品市場における取引の受託業務

を行っております。当社で取引できる商品は以下の通りです。 

取 引 所 名 当社における取扱商品 
株式会社 
東京商品取引所 

金、銀、白金、パラジウム 
石油、ゴム 
とうもろこし、一般大豆、小豆 

 

 ロ．国内商品市場取引に係る受託の取次業務 

      当社は、下記の商品市場の受託取引参加者として、当該商品市場における取引の受託の

取次業務を行っております。当社の取次業務にて取引できる商品は以下の通りです。 
取 引 所 名 当社における取扱商品 

株式会社 
東京商品取引所 

金、銀、白金、パラジウム 
石油、ゴム 
とうもろこし、一般大豆、小豆 

      尚、当業務は 2016 年 9 月をもちまして終了いたしました。 
 

    ハ．外国商品市場取引に係る業務 

      当社は、香港上海銀行（香港）を取次ぎ先として、外国商品市場取引における取引の委託

の取次ぎ業務を行っております。なお、当社で取引できる商品は以下の通りです。 

取引所名 当社における取扱商品 

NYMEX WTI 原油、ミニ WTI 原油、天然ガス、ミニ天然ガス、ガソリン、

ヒーティングオイル 

COMEX 金、ミニ金、マイクロ金、銀、ミニ銀、銅、ミニ銅 

CBOT とうもろこし、小麦、大豆、ミニとうもろこし、ミニ小麦、 
ミニ大豆、大豆油、大豆粕、もみ米 

 

   ニ．店頭商品デリバティブ取引に係る業務 

      該当事項はございません。 

    ホ．国内商品市場における取引を行う業務 

      該当事項はございません。 
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 （b）兼業業務 

   当社は、次の業務を兼業しております。（平成 29年 3月 31日現在） 

 第一種金融商品取引業 

 第二種金融商品取引業 

 有価証券関連業 

 投資運用業 

 投資助言・代理業 

 銀行代理業 

 確定拠出年金運営管理業 

 

 ３．営業所、事務所の状況  

 

 

  

     

    

 ４．財務の概要（決算年月 平成 29年 3月期） 

 （a）資本金    7,495,517 千円 

 （b）営業収益  46,327,267千円 

 （c）受取手数料     410,239千円 

 （d）トレーディング損益         ― 千円 

 （e）経常損益         16,687,092 千円 

 （f）当期純損益         12,260,431 千円 

 （g）純資産額規制比率               483.6％ 

 

 ５．発行済株式総数 （平成 29年 3月 31日現在） 

   70,799 株 

   （注）当社の株式は非上場です。 

 

 ６．上位 10位までの株主の氏名等 

 

 

 

 

名称 所在地 電話番号 

本店 東京都世田谷区玉川一丁目 14番 1号 
03-6739-1700 

福岡ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 福岡県福岡市博多区博多駅前一丁目 2番 5号 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

楽天株式会社 70,799 株 100.0％ 

合計 1名 70,799 株 100.0％ 
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 ７．役員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）監査役 西川義明、同 大久保淳一は、会社法第 335条第 3項に定める社外監査役です。 

 

 ８．役員及び使用人の数（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

役職名 氏名 代表権の有無 
常勤：非常勤 

の別 

代表取締役社長 楠 雄治 有 常勤 

取締役 髙澤 廣志 無 非常勤 

取締役 木目田 裕 無 非常勤 

取締役 穂坂 雅之 無 非常勤 

取締役 山田 善久 無 非常勤 

取締役 永田 俊一 無 非常勤 

監査役 小川 秀夫 無 常勤 

監査役 西川 義明 無 非常勤 

監査役 大久保 淳一 無 非常勤 

 役員 
 

使用人 合計 
うち非常勤 

総数 9 名 7 名 617 名 626 名 

（うち外務員数） （   0 名） （   0 名） （  81 名） （  81 名） 
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Ⅱ．営業の状況 

 １．営業の経過及び成果（決算年月日 平成 29年 3月期） 

 （１）受取手数料部門 

     (a)国内商品市場取引  

 今期の商品先物取引受託事業は、前期に引き続きリテール向けの受託事業を中心に展開いたし 
ました。 
2016 年は年初より為替相場が急激な円高に進む一方で、2 月に日銀のマイナス金利政策が公表さ

れたことから、前年末まで 1100 ドル近辺で推移していた NY 市場の金価格は 2 月には 1200 ド

ルを大きく超え、その後 6 月の英国の EU 離脱に関する国民投票の結果により、一斉にリスクオ

フの流れが加速した結果、一時的に 1300 ドルを大きく回復することとなりました。 
しかし、夏から秋にかけては商品市場全体に個別の材料に欠けるだけでなく、世界経済の先行き

不透明感から顧客の様子見姿勢が強まった結果、国内商品市場の取引量も大きく前期の数字を下

回ることとなりました。 
東京商品取引所は 9 月に取引システムを刷新し、新たな取引制度と新システムを導入いたしまし

た。当社は、取引所の新システムに併せて、新たな商品先物取引専用ツールをリリースすると共

に、スマートフォン向けのアプリケーションの刷新を行い、同時に金の限日取引（ゴールドスポ

ット 100）のサービスを開始いたしました。 
又、従来顧客向けのサービス内容の見直しを行って参りましたが、取引所の新システム導入に併

せて、旧ドットコモディティ社より合併により承継した商品先物取引受託の取次業務を終了する

ことと致しました。 
東京商品取引所の 2017 年 3 月期の出来高は、前年比 3.2％減の 2,533 万枚（売買高は 5,066 万

枚）となり、売買枚数減少の流れを止めることが出来ませんでした。当社の国内商品先物取引受

託の売買枚数も金、白金、原油などの取引所主要銘柄の売買枚数が前期比減少することとなり、

手数料収入は通期で 393 百万円となりました。 
※国内商品市場における取引の状況（カッコ内は取次）            （単位：枚） 

商品又は商品指数 取引の種類 委託 自己 計 
金 現物先物取引 875,115 

(32,801) 
- 907,916 

銀 現物先物取引 6,336 
(116) 

- 6,452 

白金 現物先物取引 270,680 
(15,758) 

- 286,438 

パラジウム 現物先物取引 3,121 
(97) 

- 3,218 

金ミニ 現金決済先物取引 293,911 
(3,807) 

- 297,718 

白金ミニ 現金決済先物取引 53,018 
(923) 

- 53,941 

ゴールド 100 
（ゴールドスポット） 

限日現金決済先物
取引 

100,230 
(-) 

- 100,230 

ガソリン 現物先物取引 111,141 
(2,518) 

- 113,659 

灯油 現物先物取引 9,551 
(198) 

- 9,749 
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商品又は商品指数 取引の種類 委託 自己 計 
軽油 現物先物取引 -  

(-) 
- - 

原油 現金決済先物取引 171,676 
(6,102) 

- 177,778 

中京ガソリン 現物先物取引 -  
(-) 

- - 

中京灯油 現物先物取引 -  
(-) 

- - 

ゴム 現物先物取引 214,865 
(9,411) 

- 224,276 

小豆 現物先物取引 2,583 
(76) 

- 2,659 

一般大豆 現物先物取引 9,536 
(207) 

- 9,743 

とうもろこし 現物先物取引 63,336 
(5,980) 

- 69,316 

 
   (b)外国商品市場取引 

 海外先物取引の通期の売買枚数は前期比 60％以上増加し、結果手数料収入は通期で 16 百万円

となりました。 

※外国商品市場における取引の状況                  （単位：数量） 

商品又は商品指数 取引の種類 委託 自己 計 
NYMEX WTI 原油 現物先物取引 6,217 - 6,217 
COMEX 金 現物先物取引 6,713 - 6,713 
NYMEX 天然ガス 現物先物取引 545 - 545 
NYMEX ミニ WTI 原油 現物先物取引 3,914 - 3,914 
CBOT とうもろこし 現物先物取引 911 - 911 
COMEX マイクロ金 現物先物取引 1,809 - 1,809 
CBOT 大豆 現物先物取引 1,991 - 1,991 
COMEX 銅 現物先物取引 1,136 - 1,136 
COMEX 銀 現物先物取引 1,281 - 1,281 
CBOT 小麦 現物先物取引 615 - 615 
その他 12 銘柄 現物先物取引 2,807 - 2,807 

 

  (c)店頭商品デリバティブ取引 

  該当事項はございません。 

 

 （２）トレーディング部門 

  (a)国内商品市場取引 

    該当事項はございません。 

  (b)外国商品市場取引 

    該当事項はございません。 

  (c)店頭商品デリバティブ取引 

    該当事項はございません。 

   

 （３）その他部門（兼業業務に関する事項） 
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    当事業年度の兼業業務に係る営業収益は、45,917百万円となりました。 

 

 ２．取引開始基準（平成 29年 3月 31日現在） 

   別紙１ 取引開始基準 参照 

 

 ３．顧客数（平成 29年 3月 31日現在） 

 （a）国内商品市場取引における顧客数   8,243名 

 （b）外国商品市場取引に係る顧客数  14,889名 

 （c）店頭商品デリバティブ取引     0名 
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Ⅲ．経理の状況  

 １．貸借対照表 

 

 

 

    954,803    891,594

     80,537      5,941

    499,404      5,941

      1,000     80,690

     19,381 9,542

      1,112     71,148

     18,268    148,842

          8    342,636

         99    192,598

    314,008         23

    282,270    117,000

     31,737        101

        173          9

      2,749         76

        338      2,404

     28,368        868

      1,503        363

         96         31

270          7

        276

      1,069        370

      5,481        185

        129        185

      △ 92

     3,423

     28,728      3,402

      1,337         21

        474    895,389

        863

     21,028 金　　額

     13,223     88,134

        728      7,495

      5,540      4,511

      1,536      4,511

      6,362     76,127

        103        132

      5,366     75,995

        301 別 途 積 立 金      6,500

        781 繰 越 利 益 剰 余 金     69,495

         15 評価・換算差額等          8

      1,346          8

   △ 1,553     88,142

    983,531    983,531

貸  借  対  照  表
（平成29年3月31日現在）

（単位：百万円）

資  産  の  部 負  債  の  部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

現 金 ・ 預 金 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

預 託 金 デ リ バ テ ィ ブ 取 引

流 動 資 産 流 動 負 債

商 品 有 価 証 券 等 信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 有 価 証 券 担 保 借 入 金

金 銭 の 信 託 信 用 取 引 負 債

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 信 用 取 引 借 入 金

信 用 取 引 資 産 有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定

信 用 取 引 貸 付 金 短 期 借 入 金

営 業 投 資 有 価 証 券 預 り 金

約 定 見 返 勘 定 受 入 保 証 金

募 集 等 払 込 金 未 払 金

保 管 有 価 証 券 未 払 費 用

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 前 受 金

立 替 金 前 受 収 益

短 期 貸 付 金 販 売 促 進 引 当 金

前 払 金 そ の 他 の 流 動 負 債

短 期 差 入 保 証 金 未 払 法 人 税 等

支 払 差 金 勘 定 賞 与 引 当 金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 資 産 繰 延 税 金 負 債

前 払 費 用

未 収 入 金 固 定 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

未 収 収 益

関 係 会 社 株 式

顧 客 関 連 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

の れ ん

建 物

器 具 備 品

資  産  合  計 負債 ・純資産合計

貸 倒 引 当 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

特別法上の準備金

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金

商 品 取 引 責 任 準 備 金

負  債  合  計

純　資　産  の  部

その他有価証券評価差額金

純　資　産　合  計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

科　　　目

株  主  資  本

資 本 金

資 本 剰 余 金

長 期 貸 付 金

長 期 差 入 保 証 金
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 ２．損益計算書 

 

 

46,327

20,478

9,568

15,795

484

2,446

43,880

26,836

10,975

3,597

1,564

4,753

590

4,866

438

△ 71

121

17,043

25

381

16,687

1,049

1,042

6

474

474

17,262

4,740

261 5,001

12,260

損　益　計　算　書
平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

（単位：百万円）

科　　　目 金　　額

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

金 融 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

取 引 関 係 費

人 件 費

不 動 産 関 係 費

事 務 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

の れ ん 償 却 額

貸 倒 引 当 金 繰 入

そ の 他

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入

特 別 損 失

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損
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 ３．株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 7,495   4,511   4,511   132     6,500   62,234  68,866  80,873  

                                                        

剰余金の配当                                    △5,000 △5,000 △5,000 

当期純利益                                    12,260  12,260  12,260  

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

                                                        

                                   7,260   7,260   7,260   

当期末残高 7,495   4,511   4,511   132     6,500   69,495  76,127  88,134  

当期首残高 7       7       80,881  

                     

剰余金の配当               △5,000 

当期純利益               12,260  

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 0 0

0 0 7,261   

当期末残高 8       8       88,142  

第19期　株主資本等変動計算書

平成28年 4月 1日から

平成29年 3月31日まで

資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

当期変動額

当期変動額合計

株主資本

資本金

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

当期変動額

当期変動額合計

評価・換算差額等

純資産
合計
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 ４．個別注記表 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年法務省令
第13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価
証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して
作成しております。また、商品先物取引業固有の事項につきましては、日本商品先物取引協会が定め
た「商品先物取引業統一経理基準」（平成5年3月3日付社団法人日本商品取引員協会理事会決定）に準
拠して作成しております。 
 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１. 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法 
トレーディング商品に属する商品有価証券(売買目的有価証券)及びデリバティブ取引等につい

ては、時価法を採用しております。 
     

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法 
① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 
 

② その他有価証券 
その他有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
より算定）を採用しております。 

 
その他有価証券で時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な直近の計算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 
③ デリバティブ…時価法 

 
２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物             6年 ～ 18年 
                器具・備品       2年 ～ 15年 

 
(2) 無形固定資産 

      定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利     
用可能期間（5年間）に基づく定額法を採用しております。 

 
３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により計上しております。     

また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

 
(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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(3) 販売促進引当金  
顧客サービスの一環として株式委託手数料等をポイントで還元しており、その支出に備えるた

め、当事業年度末の付与ポイント数に過去の消費実績を勘案し、消費見込額を計上しております。 
 

(4) 金融商品取引責任準備金 
証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の5及び「金融商品取引業等に関する

内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 
 

(5) 商品取引責任準備金 
商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に基づき、同法施行

規則第111条に定めるところにより算出した額を計上しております。 
 
４. のれんの償却方法及び償却期間 
   のれんの償却については、20年以内のその効果が及ぶと見積もられる期間で均等償却すること

としております。 
 

５. 消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 
【貸借対照表に関する注記】 
１. 担保提供資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産はありません。なお、信用取引借入金9,542百万円の担保として信用取引
の自己融資見返り株券241百万円、受入保証金代用有価証券18,183百万円を差入れております。 

 
２. 差入れている有価証券及び差入れを受けている有価証券の時価は次のとおりであります｡ 

（上記に属するものは除く） 
 

(1) 差入れている有価証券 
    ①信用取引貸証券                74,156百万円 
      ②信用取引借入金の本担保証券            9,431百万円 

③消費貸借契約により貸付けた有価証券    142,957百万円 
④その他担保として差入れた有価証券        7,859百万円 

 
(2) 差入れを受けている有価証券 

      ①信用取引借証券                  22,590百万円 
      ②信用取引貸付金の本担保証券         268,001百万円 

③受入保証金代用有価証券                503,735百万円 
④消費貸借契約により借り入れた有価証券    8,393百万円 

 
３. 有形固定資産の減価償却累計額   2,685百万円 
 
４. 関係会社に対する金銭債権債務     

  短期金銭債権     17百万円 
             短期金銭債務     333百万円 
 
５. 取締役及び監査役に対する金銭債権債務 
             短期金銭債務     12百万円 
 
【損益計算書に関する注記】 
関係会社との取引高  

  営業取引による取引高        
   営業収益               △10百万円 
   営業費用             1,973百万円 
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【株主資本等変動計算書に関する注記】 
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 当期首株式数 当期増加株式
数 

当期減少株式
数 当期末株式数 

発行済株式     

普通株式 70,799 － － 70,799 

合  計 70,799 － － 70,799 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合  計 － － － － 
 
2. 配当に関する事項  

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 平成28年6月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 
 ①配当金の総額                 5,000百万円 
 ②1株当たりの配当額            70,622円46銭 
 ③配当原資                     利益剰余金 
 ④基準日                       平成28年3月31日 
 ⑤効力発生日                   平成28年6月28日 
      

(2) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当のうち、効力発生日が翌期となる剰余金の配当に関す
る事項 
 平成29年6月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の通り
提案しております。 
 ①配当金の総額       7,500百万円 
 ②1株当たりの配当額    105,933円69銭 
 ③基準日      平成29年3月31日 
 ④効力発生日     平成29年6月27日 
 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
 

3. 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権  
該当事項はございません。 

 
4. 当事業年度中に株主以外の者に対し特に有利な条件で発行した新株予約権  

該当事項はございません。 
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【税効果会計に関する注記】 
繰延税金資産および繰延税金負債の主な原因の内訳 

 
繰延税金資産 

    金融商品取引責任準備金    1,041百万円 
貸倒引当金              503 
賞与引当金                     112 
株式報酬費用                   124 
固定資産除却損         106 
その他                        328 

  繰延税金資産小計               2,217 
  評価性引当額           △  1,727 
  繰延税金資産合計                 489 
 

繰延税金負債 
株式売却益                      28 
顧客関連資産              471 
資産除去債務             42 
その他有価証券評価差額金         3 
その他              0 

  繰延税金負債合計           545 
  繰延税金負債の純額                  55 
 
 
【金融商品に関する注記】 

(1) 金融商品の状況に関する事項  
① 金融商品に対する取組方針  

当社は個人顧客を対象とした株式等金融商品の売買の媒介および取次業務を中心としたブ 
ローカレッジ業務を主たる事業としております。ブローカレッジ業務の一環である信用取引 
において、買建については顧客に対して金銭の貸付（信用取引貸付金）を、売建については
株式の貸付（信用取引貸証券受入金）を行っております。顧客に対する信用取引貸付金に充
当するため、株式市場、金融市場の状況や信用取引の増減等の資金需要を勘案して、証券金
融会社からの借入（信用取引借入金）のほか、コールマネー等による資金調達を行っており
ます。また、信用取引における貸株に充当するため、証券金融会社から株券の借入に見合う
担保金の差入（信用取引借証券担保金）を行っております。 

このほか、顧客から受け入れた預り金、信用取引に係る受入保証金、デリバティブ取引や
外国為替証拠金取引に係る受入証拠金等を「金融商品取引法」に基づき顧客分別金信託等と
して、当社固有の資産と区分して信託銀行へ預託（預託金）しております。これら預託され
た信託財産は、主に銀行預金等で運用しております。なお、顧客から受け入れた国内有価証
券市場デリバティブ取引に係る受入証拠金については、金融商品取引所へ直接預託（短期差
入保証金）を行っており、信託銀行へは預託しておりません。外国為替証拠金取引について
は、顧客との相対取引を基本とし、社内規程に基づき、カウンターパーティとのカバー取引
を実施しております。カウンターパーティとの有価証券貸借取引については、資金調達等を
目的として、社内規程に基づき、取引上限を設定の上、有価証券担保条件付きの借入等を行
っております。 
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② 金融商品の内容及びそのリスク  
当社における金融商品は、主に預託金や信用取引資産であります。預託金は、主に顧客分

別金信託等であり、銀行預金により運用しているため、預け入れ先の信用リスクに晒されて
おります。また、信用取引貸付金等の信用取引資産は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。 
外国為替証拠金取引については、顧客との相対取引のほか、これにより生じるリスクを回

避するためにカウンターパーティとの相対による外国為替取引を行っており、外国為替リス
クと金利変動リスクのほか、顧客に対する信用リスクおよびカウンターパーティに対する信
用リスクと決済リスクを有しております。 
 

③ 金融商品に係る管理体制  
信用リスク、市場リスク、流動性リスクは、社内規程に基づき、リスク管理部にて管理を行っ

ております。 
信用リスクに関しては、顧客の建玉管理や運用先の信用状況のモニタリング実施等により、

貸倒損失を極小化することとしております。市場リスクに関しては、顧客販売用の既発債券の
ポジションや外貨ポジションについて限度額を設定の上、モニタリングを行っております。流
動性リスクに関しては、安定的な資金繰りを維持し、緊急時に備えた一定水準の借入枠を確保
することとしており、これらの状況をモニタリングしております。 
 

(2) 金融商品の時価等に関する事項  
   平成29年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について 

は、次のとおりであります。 
 （単位：百万円） 

  
貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1) 現金・預金 80,537  80,537  － 
(2) 預託金 499,404  499,404  － 
(3) 商品有価証券等（資産） 1,112  1,112  － 

(4) 信用取引資産 314,008  314,008  － 

  信用取引貸付金 282,270 282,270  － 

  信用取引借証券担保金 31,737  31,737  － 

(5) 営業投資有価証券及び投資有価証券 1  1  － 
(6) デリバティブ取引 12,326  12,326  － 
(7) 信用取引負債 (80,690) (80,690) － 

  信用取引借入金 (9,542) (9,542) － 

  信用取引貸証券受入金 (71,148) (71,148) － 
(8) 有価証券担保借入金 (148,842) (148,842) － 

(9) 預り金 (342,636) (342,636) － 
(10) 受入保証金 (192,598) (192,598) － 
(11) 短期借入金 (117,000) (117,000) － 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
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  （注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
(1) 現金・預金、（2）預託金、（4）信用取引資産 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっています。 

 
(3) 商品有価証券等（資産） 

                     (単位：百万円) 
 

平成29年3月31日 

当事業年度の損益に含まれた

評価差額 13 

 
(5)  投資有価証券 

株式は取引所の価格によっています。 
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額

と取得原価との差額は次のとおりであります。 
  

（その他有価証券） 
（単位：百万円） 

 
種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
株式 0 1 1 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 株式 － － － 

合計 0 1 1 

 
(6) デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの 
外国為替証拠金取引 

（単位：百万円） 
区分 種類 契約額 時価額 評価損益 

顧客 
売建 401,948 9,266 9,266 
買建 240,291 2,708 2,708 

カウンター

パーティ 
売建 597,230 1,020 1,020 
買建 746,223 △669 △669 

合計   1,985,694 12,326 12,326 
 

② ヘッジ会計が適用されているもの 
該当事項はございません。 

 
(7)信用取引負債、（8）有価証券担保借入金、（9）預り金、（10）受入保証金及び（11）短期借

入金 
これらの時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。 
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 49 

組合への出資金 61 

関係会社株式 5,366 
    非上場株式及び組合への出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、「（5）営業投資有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。      
関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、上表には含めておりません。 
 
【関連当事者との取引に関する注記】 

(1)親会社の子会社 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

注1： 取引金額には、消費税は含まれておりません。 

注2： 資金の預入取引については、期間が短く、かつ回転が早いため、取引金額の欄は純額表示としております。 

注3： 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

注4： 金銭信託の取引金額については、金額が多額であるため記載しておりません。 

 
(2)役員及び個人主要株主等 

該当事項はございません。 
 

【１株当たり情報に関する注記】 
 
１株当たり純資産額 1,244,965円16銭 

 １株当たり当期純利益  173,172円39銭  
 

 ５．監査に関する事項 

       このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、 
  個別注記表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 
 

 

 

以  上 

役員の兼
任等(名)

事業上の
関係

楽天銀行
株式会社

東京都
世田谷区

25,954
インターネットによる

銀行業
－ 2

金銭の
預入

資金の預入（注2）（注3） 12,754 預金 12,754

楽天信託
株式会社

東京都
世田谷区

259 信託業 － 0 信託取引 金銭の信託（注4） － 預託金 65,000

親会社の
子会社

科目
期末残高
(百万円)

属性 会社等の名称 住所

関係内容

取引の内容
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容または職業

議決権等
の直接被
所有割合

(%)

取引金額
(百万円)
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楽天証券株式会社 

口座開設基準 

 

楽天証券株式会社では、次のとおり｢口座開設基準｣を設けております。 

 

Ⅰ．海外先物取引（外国株価指数先物取引、外国商品先物取引） 

（「特定委託者向け口座」を除きます。） 

 

また、弊社では、｢海外先物取引規定｣第2条の規定を受け、口座開設時にお客様に御確認い

ただく｢海外先物取引ルールについて｣（２～３ページ）において、具体的に次のとおりご

案内しております。 

 

【海外先物取引ルールについて】 
 
２．口座開設基準  
海外証券先物取引及び海外商品先物取引（以下、併せて「海外先物取引」といいます。）

は、有価証券・商品現物取引に比べてリスクが大きく、大きな利益を得られる可能性が
ある一方で大きな損失を被る可能性もあります。したがって、当社で海外先物取引口座
を開設していただくにあたっては、次の条件を満たしていただくことが必要となります
ので、どうかご理解いただきたくお願い申し上げます。  
 
◇海外先物取引口座の申込をしていただくにあたっては、本書、「海外証券先物取引に関
する説明書」、「海外商品先物取引に関する説明書」、「海外証券先物取引等口座設定
約諾書」、「海外商品先物取引口座設定約諾書」、「海外証券先物取引及び海外商品先

【海外先物取引規定】 
 
（口座開設基準）  

第２条 お客様は、以下の要件をすべて満たす場合に、海外先物取引口座の開設の申込み
を行うことができます。  
1. すでに当社に総合証券取引口座、外国証券取引口座及び先物・オプション取引口座

を開設していること。取引開始時に当社所定の証拠金額以上の現金を入金できる
こと。 

2. 年間の収入が一定額以上であるか、一定額以上の金融資産を有していること。  
3. 海外先物取引口座の開設には原則として国内先物・オプション取引若しくは外国為

替証拠金取引若しくはCFD取引若しくは６ヶ月以上の株式取引(信用取引を含む)
又は商品先物取引の経験があること。海外先物取引制度、海外先物取引に関する
説明書の内容、当社の海外先物取引ルール、海外先物取引のリスク等を理解し、
本規定並びに「海外証券先物取引等口座設定約諾書」及び「海外商品先物取引口
座設定約諾書」等の内容を承諾していること。  

4. 海外先物取引における仕組みやリスクを理解し、すべてのリスクを享受できるこ
と。 

5. 住所、電話番号、生年月日、職業（勤務先を含む。）等当社の定める事項が正しく
登録されていること。また、それらの事項に変更が生じた場合は速やかに当社に
届け出ること。インターネットを利用できる環境にあり、パソコンの操作に支障
がないこと。  

6. 電話及び電子メールにより、直接連絡が常時取りうること。  
7. 本規定、海外先物取引ルール、海外先物取引に関する説明書等の交付については郵

送交付や手交による書面の交付に代えて別途定める電子交付サービスをご利用い
ただけること。  

２ 当社は、上記要件及び当社の海外先物取引口座開設基準に基づき口座開設の可否を審
査し、 当社が口座開設を承諾した場合に限り、お客様は、海外先物取引を行うことが
できるものとします。 審査の結果、口座の開設をお断りする場合、その理由について
は、お客様に開示しないものとします。  



別紙 1 

2 
 

物取引に関する確認書・同意書」及び「海外先物取引規定」の内容をご承諾いただき、
「海外証券先物取引等口座設定約諾書」、「海外商品先物取引口座設定約諾書」を電磁
的に差し入れていただくこと。  

 
お客様が当社にて海外先物取引口座の開設をお申し込みになる場合には、あらかじめ上
記書類に目を通していただき、ご理解のうえ、承諾していただくことが条件となります。  

 
◇当社の定める基準を満たしていること。  

海外先物取引は、有価証券・商品現物取引に比べて取引方法や取引の仕組みが複雑
になっています。また、有価証券・商品現物取引と比べてリスクが非常に大きいこと
が特徴です。したがって、お客様が海外先物取引を始めるにあたっては、お客様が当
社の定めた基準に該当しているかどうかを審査させていただくことといたします。  

 
主な基準は次のとおりです。  

○ お客様が当社の証券総合取引口座を開設していること。  
○ お客様が当社の外国証券取引口座を開設していること。  
○ お客様が当社の先物・オプション取引口座を開設していること。  
当社で取引をお申し込みになる場合は、必ず当社の証券総合取引口座及び外国証
券取引口座及び先物・オプション取引口座を開設していただく必要があります。  

 
○ お客様がインターネットをご利用になれる環境をお持ちであり、パソコンの操

作に支障がなく、ご自身のメールアドレスをお持ちであること。  
海外先物取引口座開設のお申し込みは、当社のＷＥＢでのみ受付いたします。し
たがって、インターネットをご利用になれる環境は必須となります。また、重要
なご連絡につきましては、電子メールで当社からご連絡いたしますので、ご自身
のメールアドレスをお持ちであることも必須となります。  

 
○ マーケットスピードをご利用いただけること  
当社の海外先物取引は、マーケットスピードがメインの取引チャネルとなります
ので、マーケットスピードをご利用いただけることが必須となります。ＷＥＢ・
携帯端末からはお取引いただけませんので、ご了承ください。  

 
○ お客様が当社と常に電話で連絡を取れる状況にあること。  
建玉の評価損益や証拠金の状況は、相場の変動によって大きく変化することがあ
ります。また、海外先物取引の決済注文についてはお客様の差入れ又は預託して
いる証拠金の範囲でまかなうことができない不足金が発生することもあります。
不足金（「20．決済等に伴う不足金」をご覧ください。）が発生した場合は、当
社よりマーケットスピードのログイン後の「お知らせ・連絡」の画面に掲載する
などしてご連絡させていただきます。  

 
○ 住所や電話番号、職業（勤務先）等が当社に正しく登録されていること。  
上記のように当社よりお客様に常に連絡が行える状態としていただくため、住所
や電話番号、勤務先等は正しくご登録いただく必要があります。  

 
○ お客様が先物・オプション取引の経験若しくは株式投資の経験または商品先物

取引の経験をお持ちであること。  
前述のとおり、海外先物取引は、単純な現物取引に比べて取引方法や取引の仕組
みが複雑になっており、また現物取引と比べてリスクが非常に大きいことが特徴
です。したがって、海外先物取引においては取引時に相応の知識・経験が要求さ
れます。当社の海外先物取引においては、原則としてすでに国内の先物・オプシ
ョン取引若しくは外国為替証拠金取引若しくはCFD取引若しくは６ヶ月以上の株
式投資(信用取引含む)経験または商品先物取引のいずれかの取引投資経験をお持
ちの方を対象にさせていただきます。  

 
○ 海外先物取引を行う時点で当社証拠金所要額以上の証拠金を入金できること。  
当社海外先物取引においては、口座開設後に新規建玉を建てる際に当社証拠金所
要額以上の現金を必要とします。その他、海外先物取引においては、取引の損失
リスクを考慮し、お客様の収入が最低３００万円以上、又はお客様が保有する現
金・有価証券等の金融資産が３００万円以上お持ちであることが条件となります。 
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○ 本書等を電子的に交付することに同意いただけること。  
海外先物取引口座開設時に、本書、「海外証券先物取引に関する説明書」、「海
外商品先物取引に関する説明書」、「海外証券先物取引等口座設定約諾書」、「海
外商品先物取引口座設定約諾書」、「海外証券先物取引及び海外商品先物取引に
関する確認書・同意書」及び「海外先物取引規定」を書面に代えて電子的に交付
しますので、ＷＥＢでご確認いただくことにご了承いただく必要があります。  
 

 
上記取引基準を満たしていただくほかに、当社では、ＷＥＢで口座開設審査を行って

おります。また、当社が必要と判断したお客様につきましては、お電話での審査が必要
となる場合があります。なお、上記取引基準を満たしている場合でも必ずしもお客様の
ご希望にそえない場合もあること、その場合の理由については一切開示いたしかねます
ことは、あらかじめご理解ください。審査の結果、口座開設完了のご連絡につきまして
は、電子メールで通知いたします。 

以 上 

 
 

 
 
Ⅱ．国内商品先物市場取引 
 
【個人の場合】 
1. お客様の年齢が満20歳以上であること（原則）  
2. 当社の定める各種規程、約款、ルール等に同意いただけること  
3. 各商品の取引の特徴やリスクを十分理解し、自己の責任と判断において取引できる

こと  
4. 「契約締結前交付書面」等の各書面が電磁的方法により交付されることに同意して

いただけること  
5. 財産の状況や資金性格及び投資目的が商品先物取引の性格に照らして適切であるこ

と  
6. お客様ご自身で設定された投資可能資金額内での取引を遵守し、ご自身による口座

管理が行えること  
7. インターネット利用環境を保有し、お客様ご自身で、インターネットにより取引・

口座管理が行えること  
8. お客様ご自身のメールアドレスをお持ちであること  
9. 取引に必要となるお客様の個人情報を正確にご提供いただけること  
10. お客様ご本人の名義で取引していただけること  
 

 これらは口座開設のお申込みに必要な条件です。口座開設申込書及び本人確認書類受入
れ後、当社において口座開設審査をさせていただくことになります。審査の結果によっ
ては口座開設のご希望に添いかねる場合がありますのであらかじめご了承ください。な
お、審査の結果については結果内容に係らず全て非開示とさせていただいております。 

 
【法人の場合】 
1. 商業登記上の本店所在地にて郵送物の受取が可能なこと  
2. 法人情報および取引責任者を正確にご登録いただけること  
3. パソコンにて取引が可能な環境をご用意いただけること  
4. 電子メールアドレスを保有し、電子メール及び電話により連絡がとれる法人である

こと  
5. 商品先物取引等各商品にかかる各種書面の電子交付に同意できる法人であること  
6. 商品先物取引等対象取引の特徴、仕組み及びリスクについて十分理解している法人

であること  
7. 楽天証券株式会社の定める各種規程、約款、ルール等に同意いただけること  

 
取引担当責任者について  
法人口座のお客様は取引および取引に付随する行為（以下「取引等」といいます）に
ついて代理権を有する方を（以下、「取引責任者」）といいます。）あらかじめ選任
し当社にお届けいただきます。  
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1. 取引責任者は1口座につき1名のみです。  
2. 法人代表者が取引責任者と同一でもかまいません。  

 
取引担当責任者の基準  
1. 法人代表者に代わり楽天証券株式会社との取引について、責任及び権限がある方で

あること  
2. 年齢が20歳以上であること  
3. 商品先物取引等に関する十分な知識を有していること  
4. 口座名義人である法人に籍があること  
5. 緊急時には当社が電話による連絡を行う旨を承諾していただけること、及び取引責

任者様の連絡先電話番号を正確にご登録いただけること  
 
注意事項  
法人口座における取引は、原則、取引責任者の指示によるものとします。  
1. 当社からのメール、お電話等によるご連絡も取引責任者の方に差し上げます。  
2. 取引責任者と連絡が取れない場合は、口座名義人である法人の代表者またはそれに

準ずる方にご連絡させていただきます。  
 
上記の口座申込基準及び取引責任者の基準は口座開設のお申込みに必要な条件です。口
座開設申込書及び本人確認書類受入れ後、当社において口座開設審査をさせていただく
ことになります。審査の結果によっては口座開設のご希望に添いかねる場合があります
のであらかじめご了承ください。なお、審査の結果については結果内容に係らず全て非
開示とさせていただいております。 
 

 ※法人口座開設の受付は、平成28年9月より休止しております。 
 
 

Ⅲ．国内商品先物市場取引 （「特定委託者向け口座」に限ります。） 

 
国内外に居住する商品先物取引法第２条第２５項に規定する、特定委託者(法第１９７条
の４第５項の規定により、一般顧客とみなされる者を除き、同法第１９７条の５第４項
又は同法第１９７条の６第６項の規定により特定委託者とみなされる者を含む）である
お客様より口座開設の申込みを受付けます。 
弊社では、口座開設申込書の差入があったお客様について、遅滞なく所定の社内審査を
行い、口座開設の適否及び取引の上限値、その他の条件等を決め、お客様に通知いたし
ます。 
 

以 上 
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